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本日の参考資料

産前・産後サポート事業ガイドライン 産後ケア事業ガイドライン

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-
Koyoukintoujidoukateikyoku/sanzensangogaidorain.pdf

平成29年度子ども・子育て支援推進調査研究事業の事業報告書
～産後ケア事業の在り方検討に産後ケア事業の実態と課題に関する基礎調査～

https://www.mizuho-
ir.co.jp/case/research/pdf/h29kosodate2017_01.pdf

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11900000-Koyoukintoujidoukateikyoku/sanzensangogaidorain.pdf
https://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/pdf/h29kosodate2017_01.pdf
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背景および目的

• 精神疾患が「ハイリスク妊娠・分娩管理加算」や「ハイリスク
妊産婦連携加算」の対象となり、また、産婦健診事業/産後

ケア事業が開始され、産後うつをはじめとした妊産婦メンタ
ルヘルスケアの重要性は公的にも認められるようになった

• 今回は、産婦健診事業/産後ケア事業が、より確実に全国展
開されるよう懇談会のテーマとしてとりあげた

妊産婦のメンタルヘルスケアにおいて、
「うつ病」を中心としたケアが重要視される理由

双極性障害や統合失調症等は治療が不十分だと自殺率が高いこと等がわ
かっているが、頻度が低く、精神科による薬物療法等が必要

一方、「産後うつ病」をはじめとした周産期のうつは、妊娠・出産・育児を契機
として、誰にでも高頻度（10～15％）で発症する可能性があることがわかってい
る

↓

周産期のうつの特徴として、日常生活に支障をきたさない軽症例が多く、（精
神科からの助言は必要であるが、地域）行政と産科施設での多職種連携によ
る適切な支援によって、重症化を予防できる
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「周産期のうつ」などがある妊産婦の特徴と対応策

• 「周産期のうつ」など、メンタルヘル
スに問題がある妊産婦は自ら支援
を求めない（特に精神障害の既往が
なければ、抑うつ状態の自覚にさえ
乏しいことがある）

• とくに「周産期のうつ」は、発症頻度
が高いだけでなく、発症しやすい時
期が特定されている

• リスク因子（予期せぬ妊娠・妊娠へ
の強い不安・精神障害既往・支援の
不足・不安定な家庭状況等：社会的
因子）がある程度明らかである

• ハイリスク群に支援することによる
予防効果等にエビデンスがある

• 妊産婦は定期健診がある

（対応策）
医療・行政側からアプローチ

発症しやすい時期にハイリスク
群をスクリーニングできる
例：産婦健診のEPDS

ハイリスク群に対する支援による
効果が期待できる
例：産後ケア

妊娠中（23例） 産 後（40例）

妊産婦の自殺、うつ病などで10年間に63人 東京
2016年4月25日（朝日新聞）より：一部改変

うつ病などで妊娠中～分娩後1年以内に自殺した女性が東京23区
（年間約10万人出産）で10年間に６３人いたことが順天堂大学・竹田
らの調査でわかった．これまで報告されていた妊産婦死亡（10万人
あたり約4人）の約1.5倍が自殺で亡くなっているとみられる．
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産後2週間頃の母親はどのようなことで悩んでいるのか？

葛飾赤十字産院

産婦健診事業/産後ケア事業とは

• 産後ケア事業とは、（市区町村が主体となって、）産婦健
診を行っている産科施設と健診結果を情報共有し、支援
が必要な産婦に対して、専門的知識を持った看護職が中
心に産後ケアを行うことによって、産後うつ（～虐待等）の
予防～健やかな母子育児環境を整えることを目的として、
国と市区町村が1/2ずつ助成する事業

• 産婦健診事業（身体的だけでなく精神的な健診も行う産婦
健診に対して国と市区町村が1/2ずつ助成する事業）を行
う条件として、産後ケア事業（および準じた市区町村事業）
を行っていることが前提
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産婦健康診査事業における産科医療機関実施要綱

産後の身体的回復の確認だけでなく、精神状態の評価・対応も行う

（１）受診した産婦に対して、健診結果が市区町村に報告されることを説明する

（２）精神状態の把握については、EPDS＊の点数だけでなく、問診（精神疾患の既

往歴・服薬歴等）、診察（表情・言動等）等も併せて総合的に評価する

（３）健診結果は本人に直接伝え、健診結果を母子手帳に記入する際は、本人の了

解が必要であることに留意する

（４）支援が必要と判断される場合は、適宜以下の対応を行う

① 産婦のセルフケアに関する助言・指導

② 実施機関における経過観察

③ 子育て世代包括支援センター、市区町村の相談窓口等に関する情報提供

④ 精神科に関する情報提供（可能であれば紹介）

⑤ その他、支援に必要な助言・情報提供等

（５）（２）の評価や（４）の内容を市区町村に速やかに報告する
＊EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票

○産婦健診（産後２週間・１か月）

出産後間もない時期の産婦の健康診査

↓

○産前・産後サポート、産後ケア

産後の初期段階における母子に対する支援

↓

↓

↓

○（市区町村側から）妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援

体制の整備～健やかな母子関係（うつ・虐待予防）

宿泊型ケアの内容：産後ケアガイドラインより
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産後ケア事業の３型（およびその助成）

• 宿泊型

利用者を（多くは最大7日間）宿泊させて産後ケアを行う

（1泊2日：利用負担額5,000～10,000円、委託料約30,000円）

• アウトリーチ型

利用者と日時を調整し、利用所の居宅を訪問して保健指導や
ケアを行う

（1回：利用負担額～1,000円、委託料約5,000～10,000円）

• デイサービス型

個別又は集団（複数の利用者）に対して、病院、診療所、助産
所、保健センター等に来所させて産後ケアを行う

（1回：利用負担額2,000円、委託料約10,000～円）

「産後ケア事業の在り方検討に産後ケア事業の実態と課題に関する基礎調査」より
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実施は、産婦健診事業（国・市区町村助成）に加えて
市区町村等のみによる助成を含める

「産後ケア事業の在り方検討に産後ケア事業の実態と課題に関する基礎調査」より

産婦健診事業/産後ケア事業の全国展開への課題
～とくに宿泊型産後ケア事業の全国展開にむけて～

1. 産後ケア事業の助成を受けるためには、原則として希望する
女性（もしくは代行者）が市区町村に申請し、市区町村担当
者のアセスメントを受ける必要がある
～医療者が要ケアと判断した女性が、市区町村担当者に助
成対象外と判断されることがある

2. 産後ケア事業助成対象者は決して多いわけではないので、
産後ケア専門施設では運用が困難
～一方、多くの分娩取扱施設では産後ケアに専従・専任ス
タッフを配置する余裕がない

3. 精神科との連携体制が構築されていない市区町村が多い

4. 分娩数が少ない市区町村では、ガイドラインに合わせた産後
ケア（事業）を実施することが非効率になる
～国として把握できる評価方法の検討が要？
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平成３１年２月２８日厚生労働省子ども家庭局母子保健課 産婦健康診査事業に係るＱ＆Ａ より

「産婦健診」に対する助成を全国展開するためには、
各市区町村に合わせた「産後ケア」体制に対して評価できるかがポイント？

平成３１年２月２８日厚生労働省子ども家庭局母子保健課 産婦健康診査事業に係るＱ＆Ａ より
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産婦健診事業/産後ケア事業の全国展開への課題に対する
日本産婦人科医会としての考察

1. 産後うつや虐待等の予防、そして健やかな母子育児環境を
整えるために、約5～10％を占める要支援産婦を的確にスク
リーニングし、的確な支援を行うことが重要

2. 支援体制については、（実施している）各地域ごとの工夫が
あり、必ずしも現ガイドラインに合わせた産後ケアでなくても
効果が期待できると考える

3. 各地域ごとの工夫を広く評価できるような体制を構築し、産
婦健診に対する助成が全国的に拡大され、産後のポピュ
レーション・アプローチおよびスクリーニング・アプローチが地
域差なく充実することが理想であると考察する


